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要約 1	 日本企業の生産性はG7中最低であるが、その原因は人材流動性の乏しさにあ
る。また、流動性の乏しさには終身雇用を前提に人材を採用し、メンバーシ
ップ型雇用で育成するというシステムの問題もある。どうしても人材のミス
マッチが生じてしまい、必要なスキルと人材が合致しない。生産性を高める
ためにも人材流動性の向上が求められる。

2	 先進事例として、AGCのCNA活動、ロート製薬の複業、タニタの日本活性化
プロジェクトを取り上げる。

3	 日本企業の生産性向上には、人材を流動化するための可視化と人材市場の形
成が必要となる。それには、①経営戦略に基づく人材像の明確化とキャリア
意識の醸成、②人材の可視化と要員計画への落とし込み、③社内人材を流動
させるための仕組みづくり、④企業間で人材を流動させる仕組みの構築、の
4つが考えられる。
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Ⅰ	 日本企業における生産性の問題と
	 流動化の必要性

日本生産性本部は2020年12月に、「労働生
産性の国際比較2020」を公表した。その中
で、経済協力開発機構（OECD）のデータに
基づいた19年の日本の時間当たり労働生産性
は47.9ドルと試算しており、米国（77ドル）
の 6 割にとどまることが分かった。また、日
本の労働生産性は主要 7 カ国（G7）で最低
であり、統計をさかのぼることができる1970
年以降、G7最下位が続いているというショ
ッキングな内容であった。

このような日本企業の生産性の低さには、
サービス産業のIT化の遅れ、ホワイトカラ
ーの生産性の低さなど、いくつもの要因があ
ると思われる。また、日本の雇用慣行による
人材流動性の乏しさもある。終身雇用である
ことから、ポジションクローズと新しいポジ
ションをつくることによる人とスキルセット
の入れ替えが難しい。派遣社員がいることで
雇用は流動化しているものの、その流動化は
個人のキャリアップとつながっていないとも
いえる。そのため、欧米諸国と比較して、優
秀な人材がキャリア形成を目的として積極的
に外に出ていくことが少ない。また、日本企
業の従業員には、保有するスキルと求められ
るスキルがマッチしていないといった問題も
見られる。

さらに、日本企業で優秀とされるのは既存
事業をしっかりとやり切れる人材であり、今
まさに多くの企業で求められている「新しい
事業を創出する、もしくは既存のプロセスの
中から問題点を発見し、新しいプロセスを創
出できる人材」には光が当たりにくいという

問題がある。結果として人材が埋もれてしま
い、育成の場が少なくなってしまっているの
が現状である。素養のある人材を見いだすこ
と、その人たちに育成の機会を与えるような
人材の流動化が求められる。

こういった日本企業における生産性の問題
について、①人材流動化とキャリア形成、②
社内における人材スキルのミスマッチ、③価
値発見人材と育成の場の少なさ、の 3 点から
見ていく。

1	 人材流動化とキャリア形成
かつて終身雇用、年功序列、企業内労働組

合という特有の仕組みは三種の神器といわ
れ、日本企業の強さの秘訣であった。しかし
ながら、現在はこの仕組みが組織の硬直を招
いている面もある。特に人材の流動性が乏し
くなり、求められるスキルに応じた人材の入
れ替えができていない。その理由の一つは日
本がメンバーシップ型雇用であり、個人の役
割が明確になっていないことによるともいわ
れている。そのため、多くの企業がジョブ型
雇用（職務等級制度）への移行を検討してい
る。

日本企業がジョブ型雇用を検討する背景
に、新卒採用への過度な依存を是正し、外部
からデジタル人材を機動的に獲得していきた
いという理由もある。今後、少子高齢化が進
み、若年人口は減少し続ける。それに伴い、
新卒採用競争は熾烈を極めることは明らかだ
からである。

現在、日本企業に求められているのは、業
務のデジタル化、デジタル技術を使ったビジ
ネスモデル改革といった即戦力が必要な領域
である。筆者が顧客企業と議論をしていてこ
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のような課題が上がると、「社内には人材が
いない」という話によくなる。社外から即戦
力を獲得できれば解決するのだが、IT人材
はどこでも求められているため獲得競争が激
しい。相場観に応じた魅力的な待遇提示をす
るにも、社内人材とのバランスが難しいこと
が多い。そこで、ジョブ型雇用にすることで
専門職に魅力的な待遇を提示しようというこ
とも背景の一つである。高い技能が求められ
る専門職は、ジョブ型雇用で役割を明確に定
義し、外部から積極的に登用して人材の流動
化を促そうということである。

これまで、日本企業における人材流動化と
は人件費の削減と同義語であった。終身雇用
を保つために、派遣社員を活用して人材の柔
軟な調整と人件費の削減を行ってきたのであ
る。円高に伴う人件費削減圧力の上昇で、ま
ずは工場労働者の派遣採用が進んだ。そして
リーマンショック後、大量の派遣社員が削減
された。これが、現在の格差問題や不安定な
雇用による低賃金につながっている。

従業員の勤続年数にも変化が起きている。
独立行政法人 労働政策研究・研修機構の「デ
ータブック国際労働比較2019」によると、雇
用者の平均勤続年数は、日本が12.1年、米国
が4.2年、フランス11.2年、ドイツ10.5年、デ
ンマーク7.2年である。米国が突出して短い
が、フランス、ドイツは日本に近い。欧州企
業の、労働者保護の意識が高く、解雇が容易
ではない点は日本企業と似ている。そういっ
た意味では日本の勤続年数が特別に長いわけ
ではなく、雇用の流動化が進んでいるともい
える。

一方で、リクルートワークス研究所が日
本、米国、フランス、デンマーク、中国で大
卒の30〜40代を対象に行った調査の結果によ
ると、転職して年収が増えたと答えている比
率は日本以外は 7 割を超えているのに対し
て、日本は45.2％と極端に低い（図 1 ）。同
研究所によると、その理由として、日本では
転職で役職が上がるケースが諸外国と比較す
ると低く、また転職すると職種が変わる比率

図1　転職による年収の変化
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※ 小数第2位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）リクルートワークス研究所の調査結果より作成
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が高いことから、キャリアアップ型の転職が
難しいためと分析されている。つまり、日本
ではキャリアアップするための転職機会が欧
米に比べて限定的であるという状況なのであ
る。

こうしたことから日本では、有能なIT技
術者やデータサイエンティスト、デザイン思
考による事業開発推進者などが、求められる
スキルを明確にして企業間での人材流動性を
高め、キャリアアップしていける市場を形成
することが必要と思われる。このような専門
性が高い人材は、一つの企業にとどまるよ
り、ある程度オープンにキャリア形成をして
いく方が日本全体の人材の質も高められる。
人材はそういった「他流試合」で鍛えられる
という面もあるからだ。

2	 社内における人材スキルの 
ミスマッチ

日本企業は、企業内人材の流動性も乏し
い。それは、人材のスキルが更新されず、ず
っと同じ業務にとどまってしまっていること
による。戦略や業務プロセス改革という観点
から、求める人材像を企業側が明確に定めて
いないことがこの問題の根本にある。

現在、日本企業の多くはビジネスモデルを
大きく転換しようとしている。製品を販売す
るビジネスモデルから、顧客体験（CX）を
高め、リカーリングモデルのように、購入後
に顧客とより太くつながっていくというビジ
ネスモデルが求められるようになっており、
従業員に求められるスキルも大きく変化して
いる。一方で、日本の製造業における人事部
門の考え方は過去の品質神話で成長した時代
とさほど変わっていない。たとえば、従業員

の多くは生産に関する部門に配置されてい
る。

ソフトウエアや通信、IoTに関係する部
門、もしくはサービス設計やビジネスアーキ
テクトといわれる人材には、要件が明確に定
義すらされていないことも多い。時代の変化
に合わせてビジネスモデルは変化しているに
もかかわらず、人材リソースの定義付けが追
い付いていないため、企業内のリソースが持
つスキルセットが変化していないのである。

もちろん、欧米企業と異なり、日本企業に
は終身雇用という制度が根付いており、スキ
ルセットが伴わないからといって、そうそう
従業員を入れ替えることができない。だから
こそ、個人の役割を明確にして人材の再教
育、再配置をしていかなければならないのだ
が、従業員のスキルアップに対する意識や、
社内における人材の流動性が向上できていな
いのである。必要なスキルを持つ人材を外部
から獲得しようとしても、採用した分、人件
費がどんどん増加してしまう。つまり、現在
いる人材のリスキルと流動化が必要なのであ
る。

こうした状況で、日本企業では従来のメン
バーシップ型雇用からジョブ型雇用への移行
が声高に叫ばれている。確かに現状では、プ
ロフェッショナルを採用しづらいことなどメ
ンバーシップ型雇用に由来する問題点があ
り、ジョブ型雇用の導入が解決の糸口となる
こともあるであろう。しかし、ジョブ型雇用
にすればたちどころに解決する問題だろう
か。日本企業が抱えている問題点は、時代に
応じて組織機能を見直し、それに合わせて人
材要件を明確にしてこなかったことにある。
制度そのものというより、運用面にあるので
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はないだろうか。
たとえば、中途採用の比率が上がってきて

いるものの、新卒一括採用のメンバーシップ
型雇用が中心であるため、企業の都合で職
務、転勤や配属の変更が可能である。そのよ
うにして自社組織に精通し、チームワークで
柔軟に職務を遂行できるゼネラリストを中心
に育成し、重宝がってきた。しかしジョブ型
雇用は、職務とそれに付随する責任が明確な
スペシャリストの育成に向いており、これま
での育成方針や仕事の進め方と大きく異なっ
ている。日本企業がジョブ型雇用を採用して
もあまりうまくいかないのは、こうしたミス
マッチから適切な運用ができないからであ
る。

ジョブディスクリプションを明確に定める
ほど、時代に応じて求められる役割の変化を
反映させる負荷が大きくなる。ジョブ型雇用
に移行しても、運用の負荷に耐えられない企
業も多い。その状態のままジョブ型雇用に移
行すればうまくいくと考えるのは、リスクが
高い。ジョブ型雇用に移行する前に、日本企
業は、組織が果たすべき役割を具体的に示し
て組織内の部門に落とし、従業員に求める役
割・スキルを明確にすることが必要ではない
だろうか。

中期経営計画を達成するための人材につい
て、現状のスキルとのギャップを把握できて
いる企業は極めて少ないが、計画の未達は人
材リソースの原因でもある。現状、従業員が
どのようなスキルを持っているか、どのよう
な経験をして、どのようなスキルを向上させ
てきたのか、あるいは今後、向上させなけれ
ばならないのかについても把握できていな
い。ゆえに、管理職はマネジメントはできる

のだが、従業員にどのようなスキルを身に付
けるべきかのアドバイスやコーチングができ
ないのである。

もはや、管理するだけのマネジメントに意
味はなくなっている。リモートワークが増え
る中で求められているのは、従業員の仕事の
進捗を見ながらアドバイスやサポートができ
るスキルである。皮肉なことにそれは、日本
企業のマネジャーに一番欠けているスキルの
一つなのである。

製造業のサービス化が叫ばれ、戦略上はサ
ービス事業へのシフトを図り、多くの企業が
そのようなミッションを担う部門を立ち上げ
た。ところが、部門を立ち上げてもそこでど
ういう役割を果たさなければならないのか、
またその役割を果たすにはどのようなスキル
が必要であるか、ということまで落とし切れ
ていないのである。仮にジョブ型雇用に移行
したとしても、求められるスキルは常に変わ
っていく。それに合わせて組織の機能も変化
し、従業員には必要なスキルの変化を明示
し、スキルを獲得する機会（教育、OJTな
ど）を提供しなければならない。この運用の
仕組みなくして、ジョブ型雇用を採用しても
難しいだろう。

このように日本企業の問題は、事業に求め
られるビジネスモデルの変化、事業ポートフ
ォリオの変化に合わせて、人材要件の明確化
とそれに合わせた育成システムが十分ではな
いことにある。

3	 価値発見人材と育成の場の少なさ
人材に関する問題は、日本企業の経営者に

とって最大の課題であり、さまざまな取り組
みも行われている。新規事業部門に短期間配
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属し、武者修行させるなどの例もあるが、そ
こで問題になるのが育成する人材の選定方法
である。

日本企業で優秀と呼ばれる人材は、指示さ
れたことをきっちりやり切る実務型が圧倒的
に多い。野村総合研究所（NRI）ではこれを

「価値実現型人材」と呼んでいる。対して、
今の日本企業に足りないのは「価値発見型人
材」である。これは課題を発見し、問題提起
し、新しい価値を創出し、既存のプロセスに
疑問を持ち、プロセス改革ができる人材であ
る。日本企業は品質重視による既存事業の成
功体験から実務型の人材が多く、また事業部
門など企業内の組織もこういった人材を評価
するため、価値発見型人材が表立って見えに
くいという問題点がある。

Ⅱ	 先進事例

1	 AGC
（1） 企業概要

AGCは1907年に設立された企業である。
創業事業であるガラス事業から幅を広げ、ガ
ラス、電子、化学品、セラミックの領域で新
たな価値の創出に挑戦している。

（2） AGCのデジタル人財育成
①データサイエンティスト育成プログラム
「Data Science Plus」

AGCは、創業時のガラス事業から大きく
転換するためにも、人財の育成に力を入れ、
変化が激しい時代の要望に応えられるように
している。特にデータサイエンティストの育
成に力を入れている。

同社は、2017年に「人財で勝つ会社」 を経

営方針の一つに掲げ（現在の新中期経営計画
AGC plus-2023では「人財のAGC」と変更）、
その実現に向けたさまざまな人財育成プログ
ラムを導入している。なお、同社は人が財産
という意味で「人財」と表現している。この
項でもそれに従う。

19年10月には、独自のデータサイエンティ
スト育成プログラム「Data Science Plus」
を確立した。このプログラムでは、専門性の
高い業務知識に加え、 高度なデータ解析スキ
ルを持つ「二刀流人財」の育成を目指してい
る。本プログラムを活用し、25年までに、デ
ータサイエンスを活用して自部門の課題を解
決できるハイレベルなデータサイエンティス
トを、国内外にあるグループ社員の中から
100人以上育成する計画 である（表 1 ）。

近年、企業に存在する膨大かつ複雑なビッ
グデータをいかに有効活用できるかが重要に
なっており、データを活用して課題を解決す
るデータサイエンティストの存在価値はます
ます高まっている。素材製造業には、開発・
製造といった業務プロセスにかかわるデータ
が多数存在するが、そのプロセスが独自に開
発された個別のものであるため、データサイ
エンティストには理論の習得に加え、プロセ
スを熟知することが求められている。

同社にとっては、デジタルのプロフェッシ
ョナルを外部から獲得することよりも、社員
を登用してデータサイエンティストを育成す
ることが喫緊の課題なのである。なぜなら
ば、素材製造業としてデジタル技術を用い
て、製品の開発手法を抜本的に変革しようと
しているからである。

対象者はデータサイエンスにかかわる入門
講座、基礎編、応用編と段階的に選抜される
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研修を行った後、AGC先端基盤研究所にお
ける半年から 2 年の社内留学に進む。社内留
学では、各部門の具体的な課題を持ち込み、
起案から実用化までを複数経験することで、
素材製造業に必要とされる体系的な知識と経
験を習得できる。その後、自部門に戻り、デ
ータ解析による品質予測、異常検知、数理計
画、製造条件最適化といった幅広い課題解決
に取り組み、部門におけるデータ活用を促進
する役割を担う。

入門講座では、そもそもデータサイエンテ
ィストとは何であるのかを学び、データの種
類、基本的な用語に関する知識を身に付け
る。こうして入門講座で学んだ社員のうち、
意欲が高い、もしくは素養が高いと評価され
た人が、次の基礎編に進むことができる。基
礎編では、データサイエンスの手法を体系
的、網羅的に習得する。さらに応用編では、
プログラミング言語を用いてデータサイエン
ス業務の一連の流れを経験する。最終的に
は、前述したように社内の研究所に半年から
2 年間留学し、上級のデータサイエンティス
トとともにデータ解析や課題解決に取り組

む。
入門講座〜応用編の受講生は既に延べ1000

人に達しており、受講した社員らの意識に変
化が見られるという。19年にはデータサイエ
ンティスト 1 期生によって、AIを用いた自
動検査システムの内製開発が行われた。この
システムでは、リアルタイムに取得する画像
データから欠陥を抽出・判別することが可能
で、実際にガラス製造工程へ導入し、製品の
高品質化に貢献している。今後、同社の事業
にデータサイエンスを最大限に活用できるよ
う、さらに体制を充実させている。

②ビジネスプロセス変革とそれを進める 
リーダーシップコンピテンシー

AGCグループは、新中期経営計画AGC 
plus-2023の下、デジタル技術を活用し、ビ
ジネスプロセスの変革を行う「スマート
AGC」を推進している。製造、研究開発、
営業など、あらゆる業務のビッグデータを活
用し、業務のさらなる効率化とともに、顧客
の新たな付加価値の提供を目指しており、ビ
ジネスプロセスの変革に求められる人財を定

表1　AGCのデータサイエンティスト育成プログラム「Data Science Plus」

プログラム 内容

データサイエンス入門講座 データサイエンスとは何か、データの種類・基本的な用語など
データサイエンスの一般教養を身に付ける

データサイエンティスト
研修

基礎編 データサイエンスの各手法を体系的かつ網羅的に習得する

応用編 プログラミング言語を用いて、データサイエンス業務の一連の流れを経験する

先端基盤研究所への社内留学
先端基盤研究所に半年～ 2年間、社内留学を行う

自部門のデータ解析を第一線のデータサイエンティストとともに行い、その課
題解決に取り組みつつ、実践的なスキルを習得する

出所）AGC提供資料より作成
https://www.agc.com/news/detail/1199854_2148.html
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義づけ、それに向けた育成に取り組んでい
る。

リーダーシップのコンピテンシーも明確に
定義している。2009年には、グループ経営を
担う人財に求められる能力や資質を明確化し
た「AGC リーダーシップコンピテンシーモ
デル」を策定した。そこでは、 8 つのコンピ
テンシーを設定し、さらに43の具体的な行動
を定義している。これをベースに、人財のレ
ビューや配置、育成計画、さらにグループグ
ローバル全体における後継者の選抜を行って
いる。リーダーシップを養うために、自ら学
び考える力やモチベーション、エンゲージメ
ント向上のために、さまざまな取り組みを行
っている。

また、経営人財育成の取り組みとして、グ
ループ・グローバルレベルおよび各事業部
門・地域レベルそれぞれで研修プログラムを
実施している。グローバルベースのプログラ
ムとしては、事業部長層やシニアマネジメン
ト層を対象とする「グローバルリーダーシッ
プセッション」「グローバルリーダーシップ
ジャーニー」、リージョナルベースの教育プ
ログラムとしては、地域ごとに実施する

「AGCユニバーシティ」「AGCマネジメント
カレッジ」などがある （図 2 ）。

③人財可視化の取り組み─スキルマップ
と部門横断的ネットワーク活動のCNA

一方、2010年には独自の人財データベース
「スキルマップ」を構築している。スキルマ
ップは社員を専門分野別にデータ登録してお
り、どの部門に、どのようなスキルを持った
人財がいるかを可視化してあるため、人財の
有効活用や部門や国境を越えた社員間の交流

に活用されている。このスキルマップを利用
し、11年 に は、CNA（Cross-divisional Net-
work Activity：部門横断的ネットワーク活
動）も開始した。きっかけは、一つのデータ
ベースであった。10年、当時の社長であった
石村和彦氏の発案で、AGCグループはスキ
ルマップの整備に着手した。技術系および事
務系の社員が持つスキルを、大分類40、中分
類200ほどにカテゴライズし、社員が自分の
保有スキルを 1 〜 3 つ選んで登録するという
ものである。

グローバルでカンパニー制を敷くAGCで
は、各カンパニー（事業部門）がそれぞれ市
場のニーズに迅速に対応してきたことが、10
年に最高益を達成した要因の一つであった。
一方で、カンパニーが独立性を高めてビジネ
スを行うということは、他カンパニーとの間
で人や情報の流通がしづらくなることにもつ
ながりかねず、俗にいう「組織のサイロ化」
や「技術の蛸壺化」を招きやすいというリス
クもあった。スキルマップの導入は、こうし
た課題の解決につながった。

図2　「人財のAGC」

一人ひとりが、持てる能力を最大限に発揮し、
個々人の総和が強い組織を創り出し、
事業戦略や組織目標が実現され、
会社と個々人の成長を生み出している

多様性（Diversity & Inclusion）の追求と個の強化

チャレンジを奨励する企業文化
多様な人財が融合するグローバル一体経営

出所）「AGC統合レポート2021（2020年12月期）」より作成
https://www.agc.com/company/agc_report/pdf/agc_report_2021.pdf
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しかしながら、カンパニーの事情や個人の
事情によって、スキルの有無だけで機械的に
異動を決めるようなことはできないという難
しさもある。そこでスキルマップを活用した
ところ、 戦略的な事業の縮小や拡大などに対
応する際に、社員の現状のスキルを把握した
上で配置転換や採用計画を検討でき、その有
効性は一定の効果があったという。

また、同社のユニークなところとして、社
員のコミュニティづくりにこのデータベース
を生かしている点が挙げられる。CNAは、
スキルマップ構築の翌年に日本のAGC単体
でスタートしたが、会社側でスキル分類ごと
にスキルリーダーを任命し、同じスキルを持
つ社員同士が部門横断で活動することを推奨
した。そうして、社内に同じスキルを持った
人財が部門を超えて集まるコミュニティが生
まれ、それぞれのコミュニティでワークショ
ップや勉強会が行われるようになった。

たとえば、登録している技術に関連するト
ピックについて講師を呼んでの講演会実施、
社外のさまざまなところへの見学、メンバー
が所属部門で抱えている問題点について解決
方法を考えるなどの交流を行っており、テー
マにもよるが年間 5 〜 6 回のイベントを行う
など、積極的な活動となっている。CNAで
部門を超えた横のつながりができたことか
ら、社員の視野が広がるという効果も出てい
る。このように、どの部門にどのようなスキ
ルを持った人財がいるかが可視化されること
で、機動的な人財の配置やスキルを基に社員
間の交流は促された。

ところが、CNA活動は15年に、参加者が
義務感から負担を覚えているということが明
らかになった。年に一度、全スキルリーダー

が集まり、経営トップと話をする情報交流会
の席上で、「成果を求められるプレッシャ
ー」「やらされ感」「活動をやめたい」などの
意見が噴出し、自主的な活動という趣旨と異
なってきていたのである。同年、島村琢哉氏
が社長に就任し、宮地CFO、平井CTOとと
もに、あくまで自発的な活動にすることと
し、CNAに生じていた義務感や使命感を持
たせず、成果も求めないという方針を明示し
た。それから、スキルリーダーを中心とした
活動はより活発になり、自由に展開されるよ
うになったことでCNAは継続し、さらに定
着している。

こうした活動は島村社長（当時）のリーダ
ーシップによるところが大きい。10年に最高
益を出したが、液晶ディスプレイ用ガラスの
競争環境が激化し、業績は伸び悩んでいた。
15年に島村氏が社長となると、「AGC plus」
という言葉で経営方針を表現し、OneTeam
になることを社員に語りかけた。島村氏は各
地の拠点を回って現場の社員と積極的な対話
を図ったが、その活動は現社長である平井氏
も引き継いでいる。島村氏の社長時代は、年
間150回ほど行ったという。当初は社員側に
も戸惑いがあったが、継続するうちに社員か
らの発言が増え、若手の有志の合宿に経営陣
が呼ばれるなど、社員と経営陣との距離が近
くなった。

その後もCNAは、部門や国や地域を越え
た組織横断的な自由な活動として継続されて
いる。同様のスキルを持つ社員が部門を超え
て交流し、専門性の深化やグループ視点での
課題解決のための活動が行われている。この
活動の費用はコーポレート部門で管理し、上
司の許可を得れば勤務時間内の活動もできる
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という。
CNAは自発的で目的を持った交流の場と

して、職場でも家庭でもない居心地の良い第
三の場所（サードプレイス）になっている。
18年に、ある大学院教授から「CNAは社内
のつながりを生み出すサードプレイスであ
る」と高く評価され、同社としてもその理念
を再定義している。サードプレイスとは、個
人にとって自宅（ファーストプレイス）や職
場（セカンドプレイス）とは異なる、第三の
居場所を指す言葉となっている。同社が目指
しているのは、CNAを「個人が自己成長の
ために自発的に参加したいと思う場所 」で
ありつつ、そこでの交流が「知の創造や組織
の成長につながるような場所」にすることだ
という。

21年から始まった人事部門中期計画では、
「人財のAGC」 実現に向けたレジリエンスな
組織の構築を目指すとともに、サステナビリ
ティの考え方を基軸とし、AGCグループの
企業価値の継続的向上を目指すとしている。
これを支えるのは多様性の追求で、さらにそ
れを支えるのはエンゲージメントである。そ
のために継続的な社員のエンゲージメント向
上を図り、さらに日本における働き方の大き
な変化にも柔軟に適応できる組織づくりを目
指している。

④2021年からの新たな取り組み
AGCでは、2021年からデータサイエンテ

ィストの育成に加えて、次の 2 つのカリキュ
ラムを開講している。

〈各部門の上級管理者向けDX戦略立案研修〉
各カンパニー・コーポレート部門におい

て、DX戦略の立案に携わるシニアマネジャ
ー層を選抜し、自社、および他社での取り組
み事例を踏まえたケーススタディ、最新の技
術動向などを踏まえ、自身が所属する部門で
のDXプランを立案する。部門の方針に直結
した実現可能性の高いプランを描くととも
に、DXを推進する部門のリーダーとして自
身の役割を認識し、意識を高めることを主な
狙いとしている。向こう 3 年で100人程度の
リーダーを輩出する計画である。

〈製造現場の技能職向けデータ利活用研修〉
工場の技能職社員に向けて、現場の改善活

動にデータを上手に利活用している自社・他
社の事例を紹介することで、従来の勘・コツ
に加え、現場の可視化によって、より的確な
判断ができるということに関する研修機会を
提供する。半日程度の講習の後、実際にデー
タを使った改善テーマをピックアップし、自
部門の改善活動に生かしていくこととしてい
る。

同社ではこのように、上級管理者、データ
サイエンティスト、製造現場の技能職といっ
たそれぞれの職務に応じて、必要とされる
DXのスキルが身に付けられる多層的な研修
体系を整備している。

2	 ロート製薬
（1） 企業概要

ロート製薬は1899年創業の製薬会社で、目
薬、スキンケア製品などが主力製品であり、
2021年 3 月期の売上高は、約1813億円となっ
ている。
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る。
このように社員に複業を認可することは、

同社が社外チャレンジワーク制度の導入にあ
たって「会社の枠を超えて培った技能や人脈
を持ち帰ってもらい、ロート自身のダイバー
シティー（多様性）を深める狙いがある」と
述べているように、積極的な意味で会社が得
られるメリットも小さくはないという。

同社はもともと目薬を製造する会社だった
ところから、現在はスキンケアを主力事業と
するなど、常に新規事業の育成に重きを置い
ている。新規事業への種まきという意味で
も、「美と健康」に紐づく多様な経験によっ
て得られるメリットも大きいだろう 。社員
が築いた外部人脈は新規事業参入のきっかけ
にもなり得る。さらに、社員に多様性を持た
せることで、自社のビジネスを積極的に多角
化したり、保有する技術が応用できる可能性
を広げたりすることにつながり、同社の競争
力を高めているとも考えられる。

たとえば同社では、地方創生や地方産業に
携わろうと考えている人が増えており、創業
家の生誕地である奈良県宇陀市に部長クラス
の社員 3 人を派遣した。 3 人は、若手社員た
ちのコーディネートの下、オーガニック野菜
畑で働き、地方でどのような問題解決ができ
るのかを考えた。こうした経験は、何のため
に生きているのか、自分は何者であるかを考
えるよい経験になるという。

派遣された部長クラスの男性は営業の現場
から離れ、 3 カ月で何ができるかについて地
域の人々と議論をしたことにより、その後の
部下への接し方が大きく変化したという。も
ともと大きな営業テリトリーを持つ部長であ
ったが、部下が頑張ってくれれば自分がいな

（2） 複業解禁による
 社員のキャリアップ支援

ロート製薬では、社員のキャリアップのた
めにさまざまな経験を積める仕組みを整備し
ている。ここでは、「社外チャレンジワー
ク」「社内ダブルジョブ」と「社内起業化支
援プロジェクト『明日ニハ』」について述べ
る。

同社のこういった仕組みは、空いた時間で
別の仕事をする「副業」というより、今後の
社員のキャリアアップに向けて、経験やスキ
ル向上を目指す「複業」として設計されてい
る。

①社外チャレンジワーク、 
社内ダブルジョブ

ロート製薬では、2016年 2 月24日に「社外
チャレンジワーク」「社内ダブルジョブ」と
いう制度の導入を発表している。「『ロート製
薬』という会社の枠を超え、より社会へ貢献
し自分を磨くための働き方ができるよう」と
いったことが狙いとなっている。

社外チャレンジワークは、土日祝日および
終業後に収入を伴った仕事をすること、つま
り兼業を認める枠組みである。社内ダブルジ
ョブは一つの部署にとどまらず、複数の部
門・部署を担当できる。どちらも社員の立候
補によるものを審査し、その目的は、社員が
自分のキャリアを考え、社内外問わず挑戦す
る機会を後押しするということである。社員
が人事部門に届出を行い、所属部門の上司と
の面談を経て認可となる。当然ながら、属し
ている組織と利害関係のない組織であるこ
と、同社の守秘義務を守ることを前提に、個
人の可能性を伸ばす一助になると考えてい
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した人事制度や社内プロジェクトに取り組ん
できた。社会課題に向き合い、自身の思いと
アイデアを基に起業する社員を支援すること
で、会社の枠に捉われないマルチジョブな働
き方を推進している。
「明日ニハ」は社内ベンチャー制度のような
ものであるが、 2 つのユニークなポイントが
ある。一つは、会長や役員だけではなく、全
社員が審査員になっている点である。もう一
つは、賛同した社員から社内通貨による出資
を得てプロジェクトを成立させるというクラ
ウドファンディング形式であるという点であ
る。この「明日ニハ」を始めた目的は、社会
課題を解決したいという社員の思いを実現
し、実際に事業化に挑戦する機会を与えるこ
とである。
「明日ニハ」に取り組む社員は「明日ニスト

（挑戦者）」と呼ばれるが、 まずビジネスプラ
ンを作成し、「エントリー」する。それから

「プレシード」「シード」を通して熱意や事業
の実用性や収益性、計画の詳細について明日
ニハ事務局の審査を受け、全社員向けにプレ
ゼンテーション、「ピッチ」を行う。その結
果、賛同を得られた「明日ニスト」は、「ア

くても仕事は回ることが分かり、部下を管
理・指揮命令をするのではなく、サポートす
る形に変えた。その結果、部下に対する理解
力が高まり、組織をリードする力が醸成され
たという。

会長は、社員がこのように複業した結果と
してロートを巣立っていってもいいと考えて
いる。なぜならば、社員は会社のものではな
いと考えているからである。同社は、複業に
より社員に成長する機会を与えることで、さ
まざまな視点を持つ社員が増え、生産性が高
まり、新規事業を生み出す組織の力が増すと
考えている。

②社内起業家支援 プロジェクト 
「明日ニハ」

また、ロート製薬は、社員の起業を支援す
る社内プロジェクト「明日ニハ」を2020年 4
月より始動し、21年 3 月31日までに新会社を
3 社設立している。「明日ニハ」はもともと
プロジェクトベースで運営されていたが、21
年 6 月に正式に部署として新設されている。

同社は社会に貢献する「自立した人」を輩
出するため、これまでも複業解禁をはじめと

図3　「明日ニハ」選考プロセス

エントリ―

ビジネス
プラン作成

プレシード シード

事業計画
詳細検討

ピッチ アーリー ファースト

継続判断

セカンド

黒字化を目指した
事業運営

● 熱意
● 事業実現性と
　収益性検討

事業本格化に
向けた準備、
会社設立

プレゼンテーショ
ンにより
● 経営層の承認
● ARUCOクラウ
ドファンディン
グ

事務局審査 事務局審査 事務局審査 承認 承認 継続判断

出所）ロート製薬提供資料より作成 
https://www.rohto.co.jp/news/release/2021/0409_01/
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ンを聞いた社員は、賛同できると感じた事業
計画に社内クラウドファンディング経由で投
資を行う。ここで使われるのは社内通貨であ
る健康コイン「ARUCO」である。「ARUCO」
は、全社員が持つ活動量計などで日々の歩数
や早歩き時間を計測した結果やスポーツ実
施、非禁煙など、健康習慣の実施状況に応じ
て加算されるものである。貯まったコインは
同社が運営するカフェレストランでの支払
い、あるいは社内セミナーや自己研鑽につな
がる社内研修への参加に利用できる。プレゼ
ンテーションを聞いた社員が、自分のために
使えるこの社内通貨を応援ポイントとして投
資する仕組みになっており、起業するには高
い熱量で社員の心を動かすことが必要になっ
ている。

3	 タニタ
（1） 企業概要

タニタは、家庭用・業務用計量器（体組成
計、ヘルスメーター、クッキングスケール、
活動量計、歩数計、塩分計、血圧計、睡眠
計、タイマー、温湿度計）などの製造販売を
行っている。従業員はグループ全体で1200人
である。

（2） 日本活性化プロジェクト
2008年に谷田千里社長が就任した際、 2 つ

の懸念があった。一つは、経営状況が悪化し
たときの対策である。特に業績が悪くなった
際、人材の流出をいかに防ぐかということで
あった。もう一つの懸念は、社員が力を十分
に発揮できるように、いかにやる気が出る仕
掛けを設けることができるかである。

人は「やらされ仕事」では実力を発揮でき

ーリー」へと進んで会社設立となる。その
後、「ファースト」で事業の継続判断、「セカ
ンド」で黒字化を目指すという道筋である

（図 3 ）。
全社員が参加可能なプレゼンテーションで

は、「なぜこの事業をしたいのか」という夢
を語り、応援者を募る。 このステージを乗
り越えなければアーリーへは進めない。全社
員にジャッジしてもらうことにこそ意味があ
るという。

審査では、事業計画書だけではなく「明日
ニスト」の思いを重視している。絵に描いた
餅のような事業計画書では、「シード」から

「ピッチ」に進むことはできない。実現可能
か、マネタイズができるのかといった部分は
確かに大事だが、未熟な計画書であっても熱
意を重視して審査している。事業計画書に改
善の余地があれば、事務局メンバーがサポー
トしつつ、「プレシード」「シード」とステッ
プを踏んでいく。

経営に接する機会が多い社員であれば事業
計画書は上手に書けるが、接する機会のない
社員は事業計画書を書くことに慣れていな
い。それを事業計画書の審査で落としてしま
うことがないように、事務局スタッフがサポ
ートをするのである。「明日ニハ」に提出す
る事業計画書の内容は、同社が30年に向けて
ありたい姿を示す経営ビジョン「Connect 
for Well-being」にマッチしているかどうか
が主な条件となっている。Well-beingとは、
人々が心身ともに健康であることはもちろ
ん、社会的にも健康な状態を保ちつつ、毎日
幸せを感じながら生活を送れる状態のことで
ある。
「ピッチ」で事業計画書のプレゼンテーショ
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社長補佐の二瓶琢史氏が主導してきた。
日本活性化プロジェクトは、希望する社員

は誰でも手を挙げることができ、会社と合意
に至れば個人事業主として独立し、会社から
業務を受注することができる。同社のグルー
プ従業員1200人程度のうち、日本活性化プロ
ジェクトの対象は本社所属の約230人であ
る。検討段階では性格傾向テストを行い、環
境変化に適性の高い上位50人に絞って提案す
ることを考えたが、労働組合の意向もあり、
本社所属の全員を対象とした。主体的に働く
ための取り組みなので、本人の希望による公
募とした。

社員から個人事業主への移行は、事務工数
の関係から年 1 回、決まった時期に実施。10
月に募集をかけ、希望者は規定フォーマット
で意思表示をする。希望者には、二瓶氏が税
理士などと作成した検討用資料を提供し、具
体的にイメージできるようにする。また、経
験、能力、業務内容などの理由で業務委託に
向いていない場合は、事前に業務委託契約が
結べないことを告知する。こうしたプロセス
を経て、本人と会社が合意した場合、年内に
退職届を出し、正式に業務委託契約を締結
し、翌年 1 月から個人事業主として仕事をし
てもらう流れとなっている。上長との調整に
ついては希望者が自分で相談することとなっ
ている。

移行時の報酬は、前年の給与・賞与などを
基に会社が負担していた社会保険料などを含
めて決定する。 2 年目以降は、本人と業務発
注者である部門長との間で個別交渉となる。
部門長は発注者という立場であるため、人事
考課ではなく、仕事の質や成果で評価され
る。アウトプットをしっかり評価・理解して

ない。そればかりか、やらされ仕事はメンタ
ル不調の原因にもなりかねない。十分に力を
発揮できるようにするには、雇用という枠に
とらわれずに会社と個人の関係性を見直し、
個人事業主として業務委託契約を結ぶ「日本
活性化プロジェクト」のアイデアにたどりつ
いた。

日本活性化プロジェクトに至った背景に
は、残業を減らすことのみにフォーカスした
働き方改革では経済全体の衰退を招きかねな
いという問題意識もあった。もちろん、過労
死を招くような長時間労働はなくしていくべ
きであるが、残業を減らすことのみにフォー
カスをすると、生産性が下がるのはもちろ
ん、個人の成長やモチベーションも減退して
しまう。その結果、企業の活力そのものが失
われてしまうのではないかという問題意識で
ある。残業時間を減らすことにフォーカスを
するのではなく、一人一人の社員が仕事にや
りがいを感じて主体性を持ち、労働生産性を
上げることこそが大事だといえる。やりたい
ことをできれば心身ともに健やかに働ける、
そしてそれが同社の目指す健康経営にもつな
がると考えている。

同社は「健康づくり」を事業としており、
「からだの健康づくり」をサポートする集団
健康づくりパッケージ「タニタ健康プログラ
ム」を展開している。一方、日本活性化プロ
ジェクトは会社と個人の関係性を見直すこと
により、それぞれの働き手個人に合った業務
委託契約を締結することで、健康的な働き方
を実現しようとしたものである。いわば「心
の健康づくり」にフォーカスした取り組みで
ある。その仕組みづくりは、谷田社長ととも
にその考え方を早期に共有を受けた経営本部
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った。その多くは、収入や社会保障面の不安
定さについてであった。役員や管理職から
は、指揮命令権がなくなることによる組織崩
壊や人材流出への懸念も寄せられた。

こうした不安を取り除いたのは、移行時の
処遇と 3 年契約の 1 年更新という安定性の確
保である。まず移行時の処遇は、社員時代の
内容をベースに契約することとしている。業
務内容は、その人が担当していた仕事を委託
することとし、報酬は社員時代の給与・賞与
を業務委託報酬のベースとしている。ただ
し、退職金や社会保険料相当額、残業代も含
めた金額とし、移行への不安を大きく引き下
げている。そのため、基本的に手取り収入は
社員時代より増え、移行後も収入の安定性が
確保できる仕組みとなっている。社員時代に
会社が負担していた社会保険料相当額も報酬
に組み入れられるため、個人事業主として自
分に必要な保険を選んで加入できる形となっ
ている。

こうして、従前から行ってきた業務から継
承される基本業務とそれに対する基本報酬を
定めた上で、契約項目以外にスポットで依頼
する追加業務や契約項目で想定されている以
上に大きな成果を上げた場合には、成果報酬
を支払う設計としている。こうした報酬の設
計は、報酬が不安定になるのではないかとい
う不安を大きく取り除くことに寄与してい
る。

さらに、 3 年契約の 1 年更新という安定性
の確保も、不安を取り除く上で重要なポイン
トである。 1 年経ったところであらためて業
務内容や報酬の見直しを行い、新たに 2 年契
約を結ぶという仕組みである。会社もしくは
個人の要望で解除する場合、既存の契約を 2

もらえば増額されることもある。
同社はこの仕組みにより、希望する社員が

業務委託の契約を締結することで「自分の仕
事をする」という主体性を生み出し、個人の
ライフステージやライフスタイルに合わせた
働き方を選択することで、労働生産性も高め
ようとしている。それぞれが経営者の視点で
物事を考えるようになるため、やらされ仕事
をするのではなく、会社と対等な関係で長く
付き合っていける状態を構築できると考えて
いる。

本プロジェクトの大きな特徴は、会社の負
担を押さえつつ、会社に貢献する人の「報わ
れ感」を最大化し、やる気を最大限に引き出
すことである。業務委託契約であるが故、引
き受けるかどうかは本人の選択であり、引き
受けた以上は自分の仕事として主体的に進め
ることが期待される。また、人によってライ
フステージに応じたさまざまなイベントがあ
り、ライフスタイルも異なる。こうした個人
に対して単一的な働き方を強要していては、
そのポテンシャルを十分に発揮してもらうこ
とができない。そこで、現在、国を挙げて行
っている労働時間の短縮へのクローズアップ
にはとどまらないことが必要だと考えた。

谷田社長の考え方に「筋肉理論」というも
のがある。筋肉は組織が壊れるくらい負荷を
かけるとその反動で成長する。同様に、仕事
は踏ん張りどきがあり、そこで頑張ると成長
する。個人事業主になることで自由度が高ま
り、覚悟をもって取り組めば、自立と成長が
促されると考えている。

社員の不安を緩和する工夫もしている。当
初、日本活性化プロジェクトについての考え
方を社内で説明したところ、不安の声が挙が
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最初は社長に近い人から展開することがよい
という。そうすることで「労働法逃れ」では
ないと安心してもらえる。

同社では社員に副業を解禁していないが、
個人事業主であれば、タニタ以外の仕事をす
ることも原則自由となる。他社から仕事を得
るには自分がスキルアップしなければならな
い。個人事業主に定年はないが、長く働くた
めには、個人が成長し続けることが必要であ
り、そうした自覚を持ち続けることが求めら
れている。成長し続ける個人が増えれば、タ
ニタも成長し続けることができる。そしてこ
の取り組みが日本全体に広がることで、日本
全体の底上げになると考えている。「日本活
性化プロジェクト」という名称には、そのよ
うな思いが込められているのである。個人事
業主の目標人数は定められていないが、外部
環境の変化があり、副業解禁などの動きも加
速していることから、今後、この比率はさら
に高まると思われる。

この取り組みは、働く人に対してメリット
もデメリットももたらしている。メリット
は、個人にとっては手取り収入が増加する、
幅広い仕事を経験することで、スキルの向上
や能力開発につながる、業務委託契約は毎年
見直すため、仕事の内容や分量を変えること
ができる、働く時間や場所を自分で決められ
るため、行動の自由度が上がるなどがある。

デメリットとしては、収入の安定が確保さ
れない、確定申告をしなければならない、自
己コントロール力やライフプランニング力が
必要になる、などがある。しかしながら、求
められるスキルを常に意識し、自己研鑽する
には、自己コントロールやライフプランニン
グは身に付けなければならないものである。

年間継続するものなので、個人にとってはい
きなり契約が解除されて収入が途絶えてしま
うリスクをなくしている。会社にとっても、
2 年間は今まで通りの仕事をしてもらえるの
でメリットが大きい。もちろん、双方の合意
があれば契約期間満了前に契約解消もでき
る。

こうした改革には、マネジメント側の意識
改革が非常に重要であるという。管理職は彼
らには、社員に対するような業務指示はでき
ない。命令や指示はできないが、仕事をうま
く回すための調整は必要となる。仕事の状況
を共有し、認識をともにするといったコミュ
ニケーション力を高めなければならなくなっ
ているのである。そういった意味では、業務
を発注する側の改革であるともいえる。一般
的に管理職は、優秀な部下が辞めないように
という発想になりがちだが、個人の働き方は
多様性が高まり、むしろ会社と個人がお互い
に依存しない、より良い関係をつくっていく
ことが不可欠になってくる。

この取り組みに企画当初から携わってきた
二瓶氏は、谷田社長から日本活性化プロジェ
クトの構想を聞いた際は驚いたという。しか
し、タニタ食堂のときなど、後になって振り
返ると、その先見性に驚かされてきたことか
ら、いかに谷田社長の構想を実現できるかを
考え、取り組んだ。

二瓶氏は、「もし、他社が同様の取り組み
をするのであれば、その取り組みをメインで
回す人が必要であり、まずその人自身が実践
することが必要だ」という。自分が社員の立
場のままで実施しようとしても、机上論では
推進できないからである。また、自由意志で
応募してもらうことが前提であるとしても、
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のほか、社員からの移行ではなく、直接業務
委託契約を結んだ人も複数いる。フルタイム
では働けないが、個人事業主としての自由な
働き方であればということで選んだというメ
ンバーもいる。

第 1 期メンバーの経済効果としては、手取
り収入が平均28.6％増加している。最大では
68.5％、最小でも16.3％の増加が見られた。
これに対して、タニタが会社として負担して
いる総額は1.4％の増加のみになっている。
また、プロジェクトメンバーは、互助組織で
あるタニタ共栄会に加入することにより、会
社の施設・備品などの利用が可能となる。会
社の各種イベントに社員と同様に参加が可能
で、確定申告についても税理士法人からのサ
ポートが受けられるなどのメリットがある。
プロジェクトメンバーが抱える、ローン問題
など個人事業主の社会的信用度を担保する取
り組みも検討しているという。タニタ共栄会
の運営資金はメンバーの会費から拠出されて
いる。このような仕組みを持つことで、個人
事業主を支援する仕組みも充実させている。

タニタは、今後も日本活性化プロジェクト
を推進することにより、より働きがいが持て
る会社と個人の関係性を構築していくだろ
う。

Ⅲ	 生産性向上のための人材可視化と
	 人材流動化

日本企業が生産性を向上させるには、人材
を流動化するための可視化と人材市場の形成
が必要となる。その実施項目として、①経営
戦略に基づく人材像の明確化とキャリア意識
の醸成、②人材の可視化と要員計画への落と

個人個人がこうしたスキルを身に付ければ、
日本企業は変わっていくことができるという
ことである。

日本活性化プロジェクトは、17年の開始当
初は 8 人の希望者でスタートした。谷田社長
と二人三脚で本プロジェクトの仕組みをつく
り、自ら第一号のメンバーとなった二瓶氏
は、「プロジェクト全体として、職種や年齢
にとらわれず、最も大事なのは本人の意思で
やりたい人が手を挙げて参画することであ
る」と語っている。その上で、社内でこの取
り組みに対する理解を図り、不安を抱かずに
手を挙げてもらえるようにした。また二瓶氏
自らが先陣を切ってメンバーになることによ
り、ほかの社員に安心感をもってもらえるよ
うにした。

当初は、本プロジェクトを企画検討してい
た二瓶氏が先に 1 年間試行してみて、その
後、社内で説明を行うことを考えていた。し
かし谷田社長は「理解できる人がいるはず」
と考えており、最初から社内に公募をかける
方針としたところ、二瓶氏以外に 7 人が参画
意思を表明した。

21年で 5 期目となり、社員から転じたメン
バーは30人を超えている。性別や年齢に偏り
はなく、人数としては、30代以降の比率が高
い。職種は、営業系、企画系、事務系などさ
まざまである。最初に手を挙げた 8 人は社長
と仕事をした経験が豊富で、社長のいうこと
であれば大丈夫だと感じて決断した人も多か
った。 2 期目は第 1 期メンバーがまだ契約更
新していない段階での募集であったため人数
が減少したが、 3 期目では第 1 期のメンバー
が誰も不利な立場とならず、収入を増やして
いることを耳にして、希望人数が増えた。こ
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一方、企業は従業員が学ぶ機会を提供す
る。そしてその際、全員に均一な教育を受け
させるのではなく、やる気に応じて提供する
プログラムを分けていくべきである。AGC
は受講生の意欲と素養から受講させる教育を
分けている。入門講座から応用編へと段階的
に選抜される研修を行った後、AGC先端基
礎研究所へ半年から 2 年の社内留学へと進め
るようにしている。

これまで日本企業は、社員に対して均等な
研修の受講機会を与えてきたが、これからは
社員のキャリア意識を高めるためにも、社員
の意欲や素養に応じて受けられる教育を変え
ていくべきだろう。

2	 人材の可視化と要員計画への 
落とし込み

日本企業はビジネスモデルを大きく転換す
る必要に迫られており、それを推進できる人
材をいかに育成または獲得するかという問題
に直面している。事業のデジタル化に伴うビ
ジネスモデル変革は、社外から高い専門性を
有する人材を獲得しなければならないケース
もある。この場合は、役割を明確に定義する
と同時に、その役割の人が活躍できる組織と
しての業務プロセスを定めておかなければな
らない。

日立製作所では、Lumada事業を牽引する
ため、顧客の業務知識に詳しく、ソリューシ
ョンの適用を推進できるドメインエキスパー
ト、本質的な課題の発見ができ、解決策の策
定ができ、顧客と合意形成ができるデザイン
シンカーなど、役割を明確にしている。そし
てこうした人材が活躍するための事業開発プ
ロセスである「NEXPERIENCE」を定義し

し込み、③社内人材を流動させるための仕組
みづくり、④企業間で人材を流動させる仕組
みの構築、がある。

1	 経営戦略に基づく人材像の明確化
とキャリア意識の醸成

生産性を向上させるには、まず、人材要件
を明確にしておかなければならない。そし
て、経営戦略と人事戦略の連動が不可欠であ
る。

AGCは、創業時のガラス事業から大きく
事業内容を転換するために人材育成に力を入
れ、激しく変化する時代の要望に応えられる
体制づくりをしている。特にデータサイエン
ティストの育成に力を入れている。これは同
社が素材の会社として開発力を強化するため
には、デジタル技術をフルに活用した開発プ
ロセスによるイノベーションが欠かせないと
考えているからである。企業が目指す事業の
方向性・戦略からどのような人材が必要なの
か、社員に明確なメッセージを出すことがポ
イントだ。会社がどのような方向に向かおう
としているのか、社員にどのようなスキルを
求めているのかを明確に伝え、自覚を高めて
もらうのである。

日本企業はいまだに終身雇用が多いため、
就職イコール就社になりがちである。一度、
与えられた雇用が失われることはそう多くな
い。これが従業員のキャリア意識の醸成を阻
害している。会社が求める人材像を明確にす
ることは、従業員の視点からは、自分がどの
ような人材になるべきかを示す道標となる。
社内のマーケットで求められている人材像を
意識しつつ日々の業務にあたる意識を醸成さ
せることが必要だ。
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化し、必要としているスキルを保有している
人材を可視化した上で、キャリア形成の機会
をオープンにして人材を流動的に起用してい
く仕組みをつくりたい。

たとえば、全社横断のプロジェクトのよう
なものは、求められるスキルを持っている人
材をアサインすることにより、社員のキャリ
ア形成を図ることなどが考えられる。全社横
断のSCMのプロジェクトがあるとしよう。
プロジェクトを推進する情報システム部門、
SCM部門だけでは推進力不足である。なぜ
ならば事業の調達、製造、販売、サービスを
横断して変革をした経験がある人材がいない
からである。

問題は、こうした人材が人事レコード上で
は見えていないことが多い点である。もちろ
ん、どのような経験をしているのかが可視化
されていることと、こうした人材を全社横断
のプロジェクトに有機的に起用できるような
仕組みも欠かせない。こうしたプロジェクト
の場合、有期でのアサインとなるが、その
間、全社横断のプロジェクトを経験すれば視
野を広げることができ、業務改革などの経験
ができる。その間はできれば兼務ではなく専
任にして、プロジェクトが終了した時点で元
の職場に返し、人材を出す側の抵抗感を下げ
るなどの工夫も必要だ。どの部門であれ、優
秀な人材は出したくないため、囲う傾向があ
る。そうなると声がかかるのは常に同じ人材
で、いくつものプロジェクトを兼務して多忙
を極めるため、中途半端な参画になりがちで
ある。

人材育成の観点でいえば、こうしたプロジ
ェクトで経験したことを人事レコードに載せ
ることでキャリア形成ができる。それであれ

ている。このように人材の役割や業務プロセ
スを定義してはじめて、外部から獲得した人
材は活躍できるのである。

日本企業で獲得した外部の専門家が活躍で
きないのは、その高い専門性を発揮するため
の組織の受け入れ風土、業務プロセスがない
からである。たとえ専門性が高くてもすべて
を一人ではできないもので、活躍するための
プロトコル、つまり共通ルールがどうしても
必要になる。それが共通化された業務プロセ
スだといえる。

こうした人材の可視化と業務プロセスの策
定は、大企業では膨大な時間がかかる。その
ため、代表的なスキルセットを明確にし、そ
れを保有する人材がどこにいるのかを探しに
いくことと並行しながら、できるところから
手を付けることにより、なるべく早く成果を
刈り取れるようにする思考も必要だろう。

3	 社内人材を流動させるための 
仕組みづくり

終身雇用である日本企業は、人材に流動性
を持たせることが欧米企業と比較するとはる
かに難しい。欧米企業であれば、解雇もしく
は社員自らキャリアアップ目的の退職、ある
いはキャリア採用などで人材は常に入れ替わ
る。しかし、日本では人材の入れ替わりが少
ないため、新しいスキルを持った人材を柔軟
に雇用するのが難しいのである。

データサイエンティストなどの人材は日本
企業には圧倒的に足りないので、外部からの
獲得を行っている企業もあるが、現在いる社
員を解雇するわけではないから、固定費は膨
らむばかりだ。そこで既存の社員の質的転換
が求められる。そのため、社内で人材を流動
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せることができる。ローンディールが企業間
レンタル移籍プラットフォーム事業を推進し
ているが、NEC、パナソニック、東芝テッ
クなど多くの企業が利用している。社員は元
の企業に在籍したまま、 1 年などの期間を決
めて他社で働くことで、事業の立ち上げや組
織開発などのスキルやノウハウが足りないベ
ンチャー企業に人的支援をすると同時に、自
社の人材育成ができるという仕組みである。
人材育成の場が欲しい大企業と、組織開発な
どを推進する人材が欲しいベンチャー企業の
間をつないでおり、日本的な人材流動化の創
出に寄与している。

大企業からベンチャー企業へは、ローンデ
ィールのプラットフォームを通じて派遣が行
われているが、製品を使用するユーザーの顔
を見ながら、製品開発・改良をスピーディー
に行うという大企業ではできない事業開発経
験を積めるなどの成果が出ている。

（2） 社外副業
社外副業については、ロート製薬が行って

いるように「複業（副業）」として社外で経
験を積むことにより、視野を広げ、スキルを
向上させることができる。ロート製薬の「社
外チャレンジワーク」制度では、会社の枠を
超えた技能や人脈を獲得でき、同社のダイバ
ーシティが推進されている。それを新規事業
の種まきに生かそうとしている。自社のビジ
ネスの多角化、技術の応用できる範囲を広
げ、同社の競争力を高めることにもつながっ
ている。

あるいは、企業の広報担当の女性がオリン
ピック・パラリンピックの組織委員での副業
をすることで、スポーツ支援やSDGsについ

ば、プロジェクト期間中は専任としてもら
い、終了したら元の部門に帰る形にしてアサ
インする方がよい。日本企業の問題は、こう
したプロジェクト参画者に常連メンバーが参
画することが多いが、彼らは善意から兼務で
参画しており、人事レコードには残らない。
もちろん彼らの視野は広がるが、明確なキャ
リア形成にはならないのである。こうした経
験を積んだ人材は企業にとっては貴重であ
り、将来の幹部候補として人事レコードに残
しておきたいところである。

また、ロート製薬の事例で述べた「複業
（副業）」も有効な策である。企業内で同じ職
場に長く所属していると、視野がどうしても
限定的になってしまう。これは職場による囲
い込みが引き起こしている。異動を要望しな
ければ、もしくは優秀な社員としてローテー
ションに乗らなければ、同じ職場に長年とど
まるケースも多い。社員のキャリア意識を醸
成し、複業（副業）などにより社内でのキャ
リアパスを広げたい。

4	 企業間で人材を流動させる 
仕組みの構築

社内にとどまらない人材流動化も必要だ。
一企業では十分な成長機会がない場合も多い
からである。ここでは、①レンタル移籍制
度、②社外副業、③個人事業主として業務委
託契約、について述べる。

（1） レンタル移籍制度
レンタル移籍制度はパナソニックなどでも

行われている制度である。起業間もないベン
チャー企業などに社員を派遣し、事業立ち上
げなど、社内ではなかなかできない経験をさ
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で、個人事業主にとってもメリットが感じら
れる仕組みにすることは可能だ。

個人事業主がそれを原資の一部とし、強制
保険である国民年金や国民健康保険だけでな
く、さまざまな民間保険を組み合わせ、個人
事業主もしくはその家族に必要な社会保障を
構築することもできる。そのような仕組みを
個人事業主に説明し、納得してもらうことが
大事だ。タニタのように十分に説明を重ね、
運用していくことが成功の秘訣であろう。

日本企業の生産性の低さは、喫緊に解決し
なければいけない問題である。そのためには
人材の流動性を高めることと同時に、人材側
は常に求められるスキルを獲得して、企業内
にとどまらず流動する仕組みをつくり上げる
ことが求められる。難題ではあるが、できる
ことから着実な取り組みが求められる。
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